
参考様式１

計　画　主　体　名 計　画　期　間

茨城県
いばらきけん

笠間市
か さ ま し

令和２年度～令和４年度

＜連絡先＞

担当課 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

笠間市産業経済部道の駅整備推進課 0296-77-1101（内240） 0296-77-1104 michi@city.kasama.lg.jp

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること。

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載すること。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、すべての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）事業実施計画

（笠間市農村地区活性化計画）

mailto:michi@city.kasama.lg.jp


Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

具体的数値目標

１９４，０００人/年

計画区域における交流人口の増加数（人）＝（計画区域外から
の入込客数（474,000人）【目標値】－計画区域外からの入込客
数（280,000人）【現状値】）
R3.10～R4.9　194,000人、R4.10～R5.9　194,000人、R5.10～
R6.9　194,000人

具体的数値目標

２３２，７６４千円/年

計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加額
（千円）＝（地域農産物の販売額（590,000千円）【目標値】－地
域農産物の販売額（357,236千円）【現状値】）
R3.10～R4.9　232,764千円、R4.10～R5.9　232,764千円、R5.10
～R6.9　232,764千円

具体的数値目標

３件 令和２年度　１件、令和３年度　１件、令和４年度　１件

評価報告予定年（評価期間の終了直後の９月末日まで）

令和７年

【記入要領】

全般 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

事業活用活性化計画目標 ・事業活用活性化計画目標の項目は実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

評価指標 ・評価指標の記載に当たっては実施要領及び「事業活用活性化計画目標の評価指標の設定について」により記入すること。

具体的数値目標の算出方法

　農林水産物等の販売・加工促進
本市は、豊かな田園環境を背景に稲作を中心として畜産や野菜、栗等の果樹や小菊をはじめとする花卉など多彩な農業が営
まれており、安定した農業経営の確立と地場農産物の消費拡大のため、農産物を使った加工品等の開発や企業との連携によ
り、市内で生産された農産品を「かさまの粋」として認証し、安全安心な農産品のブランド化や消費拡大に取組んでいる。

本事業にて設置する直売所にて、地域事業者と連携し、地域農産物を活用した商品開発を行う。
【現状値】直近3か年で商品開発は特に行っていない。
【目標値】計画期間内に商品開発3件行う。（年1件）

新商品の開発

第３評価指標の設定根拠

地域産物等の販売額の増加

第２評価指標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法

JA常陸が運営する笠間市内の農産物直売所のうち２か所を本施設に集約するため、地域農産物の販売額【現状値】はこの２店舗の販売実績とした。3年
間の平均地域農産物の販売額【目標値】は２か所の直売所の平均客単価である1,250円と、同規模の直売所事例より想定される平均客数1,300人程度を
掛け合わせた金額（590,000千円）とした。
地域農産物の販売額は、平成29年　365,346,864円、平成30年　366,751,728円、平成31年　339,609,818円

第３評価指標（必須）

事業活用活性化計画目標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法

事業活用活性化計画目標

第１評価指標（必須）

計画区域外からの入込客数【現状値】は過去3年間の農産物直売所レジ通過者（平均約280,000人）を実績とし、計画区域外からの入込客数【目標値】は
同規模の直売所事例より想定される平均客数（1,300人程度）から年間レジ通過者（約474,000人）とし、令和3年10月から令和6年9月の具体的数値目標と
した。
農産物直売所の交流人口（レジ通過者）は、平成29年　284,496人、平成30年　288,574人、平成31年　265,298人

評価期間（原則として３年間の効果発現状況を把握する期間）

令和３年１０月～令和６年９月

交流人口の増加

第１評価指標の設定根拠

第２評価指標（任意）



Ⅲ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間 事業実施主体
全体事業費

（千円）
交付金要望額

（千円）
交付額

算定交付率
交付限度額
（千円）

活性化計画の目標及び
事業活用活性化計画目標との関連性

備考

地域連携販売力強化施設 笠間市農村地区 直売所
農産物直売所・
食材提供施設等
８０５㎡

令和２年度 笠間市 230,097 115,048 50% 115,048
　農産品のブランド化を通じ、地域特性を生かした魅力ある食のまち
づくり、本施設を契機として地域資源の活用による都市と農村の交
流を推進し、交流人口の拡大を図る。

230,097 115,048 115,048

【記入要領】

・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性を併せて記載すること。

・事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記入すること。

・地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容欄は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。

・事業規模等欄は、施設ごとの棟数と床面積、林道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。

・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性欄は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

・「農泊推進対策」で実施する場合には、備考の欄にどのように「農泊」と関連するかを明記すること。

（※）「農泊」とは、農山漁村において、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在（農山漁村滞在型旅行）をいう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項 該当なし

連携する施策名 事業メニュー名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等

【記入要領】

①交付対象となる事業のうち、実施要領第６に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性を記載すること。

②連携する施策名には、実施要領第６に掲げる施策を記載すること。

③事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記載すること。

④地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。



Ⅴ　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画

離島振興
計画

輸出促進
条件整備

耕作放棄
地の解消に
向けた取組

地域再生
計画

事業別内容 Ｒ２ 茨城県 80004 笠間市 82163 笠間市 笠間市農村地区

①事業費計

②市町村等附帯事務費

③県附帯事務費

総合計（①＋②＋③） 1 Ｒ４

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

連携施策
は「１」を
記載

連携施策
は「１」を
記載

連携施策
は「１」を
記載

連携施策
は「１」を
記載

半島
振興

離島
振興

豪雪
地帯

急傾
斜地

計画期間
最終年度

奄美
群島

地域指定状況

他の施策との連携

指定
棚田
地域

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体

名称

コード
（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

名称

コード
（地方公共
団体コード
番号（総務

省）） 山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

市町村名 地区名



まち・ひと・しご
と創生寄附活

用事業

定住自立圏
共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ

国土強靱化
施策

福祉、教育、観
光等と連携した
地域活性化に
向けた取組

女性の能力
の積極的な
活用に向けた

取組

地域別農業
振興計画

次世代農業
農村振興計

画

指定棚田地
域振興活動

計画

円 円 円 円

27
地域連携販売力

強化施設
2-第1-(2)

農産物直売所・食材提供施
設等　８０５㎡ R2 ～ R2 笠間市 230,097,000 230,097,000 115,048,000 0.5 115,048,000

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

230,097,000 230,097,000 115,048,000 115,048,000

230,097,000 230,097,000 115,048,000 115,048,000

全体事業費実施期間
交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率
（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

事業実施
主体

交付対象
事業費

（Ａ）

全　　体　　計　　画

該当する連
携施策の番
号｢１～６｣を
全て記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

事業内容
及び

事業量連携施策は
｢１｣を記載

事業メニュー名
要件

類別等
番号

事　業
メニュー
番　号連携施策は

｢１｣を記載
連携施策は
｢１｣を記載

他の施策との連携

連携施策は
「１」を
記載



円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円

0 0 0
農産物直売所・食材提供施

設等　８０５㎡ 230,097,000 230,097,000 115,048,000 0 115,049,000 0 100 115,048,000 0 230,097,000 230,097,000 115,048,000

0 0 0 230,097,000 230,097,000 115,048,000 0 115,049,000 0 115,048,000 0 230,097,000 230,097,000 115,048,000

0 0 0 230,097,000 230,097,000 115,048,000 0 115,049,000 0 115,048,000 0 230,097,000 230,097,000 115,048,000

市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

交付金額

(千円未満切捨）

県費
事業内容

及び
事業量

本年度までの累計

全体事業費全体事業費

交付金額

(Ｄ)

交付対象
事業費

全体事業費 交付金額

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額

交付対象
事業費

交付対象
事業費

前　年　度　ま　で 本年度



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付対象
事業費

全体事業費
交付対象
事業費

翌年度以降の累計 令和３年度

交付金額 交付金額 全体事業費 交付金額
交付対象
事業費

交付対象
事業費

交付対象
事業費

備　　　考

全体事業費 交付金額 全体事業費全体事業費 交付金額

翌年度以降（予定）

令和４年度 令和５年度 令和６年度


